
1 

 

令和 5 年度 事 業 報 告 

 

令和 5年度の主要な事業及び行事等について 

（１）総会及び理事会等の開催 

  ○ 監査会〔令和 5 年 5 月 9 日 協会事務局〕 

・令和 4 年度事業報告、収支決算報告及び公益目的支出計画実施報告を監査 

 

 ○ 第 1 回理事会〔令和 5 年 5 月 11 日 防長苑〕 

・令和 4 年度事業報告及び収支決算報告について 

・令和 4 年度公益目的支出計画実施報告書について 

・第 49 回通常総会の提出議案について 

・第 49 回通常総会の運営について 

   ・役員の選任について 

   ・山口県保証制度審査委員会の委嘱について 

   ・支部長の選任について 

・浄化槽管理システムの機能強化について 

・令和 4 年度法定検査実績、保証登録実績等の報告 

   

○ 第 49 回通常総会〔令和 5 年 6 月 6 日 防長苑〕 

   ・出席状況 102 会員（正会員数 146） 

内訳 本人出席数    34 名 

委任出席数     68 名 

  

 

     

 

・ 議案及び審議結果

結 果

 第1号議案  令和4年度 事業報告について 承 認

 第2号議案  令和4年度 普及啓発事業会計決算報告について 承 認

 第3号議案  令和4年度 法定検査事業会計決算報告について 承 認

 第4号議案  令和4年度 浄化槽機能保証事業会計決算報告について 承 認

 第5号議案  令和4年度 受託斡旋等事業会計決算報告について 承 認

 第6号議案  令和4年度 法人会計決算報告について 承 認

 第7号議案  令和4年度 公益目的支出計画実施報告書について 承 認

 第8号議案  令和5年度 事業計画について 承 認

 第9号議案  令和5年度 収支予算について 承 認

 第10号議案 選 任

議　　　案　　　名

 役員の選任について
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○ 第 2 回理事会〔令和 5 年 6 月 6 日 防長苑〕 

 ・会長に福島明則、副会長に河村明彦、田中文雄を選定 

 

○ 第 3 回理事会〔令和 5 年 12 月 14 日 セントコア山口〕 

    ・令和 5 年度中間事業実績の報告 

会員の異動状況、協会の活動状況、支部活動の状況、法定検査実績 

保証登録・保証申立の状況 

・令和 5 年度中間収支決算状況の報告 

・令和 5 年度補正予算について 

・浄化槽管理システム機材の更新について 

・就業規則の改正について 

・令和 6 年度事業計画並びに収支予算について 

（２）組織基盤強化の取組 

  ○ 会員数の推移 

・正会員において 6 会員の退会があり、令和 5 年度末の会員数は 140 会員

となった。 

    

選 任

・理　事（20名）

〔製造販売部会〕　

市原明彦 岡井英人 河村明彦　　　中村渡

〔施 工 部 会〕　　 

海田和幸 小林智亜紀　　竹尾啓一郎 田中文雄

西村聡史 服部和彦　　

〔維持管理部会〕

内山正幸　  　　　川元正 柴田裕介　　 福島明則

山下尚晃央 山田幹二

〔学識経験者〕   

櫻井晋次郎 高橋幸広 井上憲二 本多昭洋

・監  事（2名）

白上誠治　　 上田  忍

 第10号議案 役員の選任について

年　度 30年度 1年度 2年度 3年度 4年度 5年度

正会員 154 150 150 146 146 140

準会員 0 0 0 0 0 0

計 154 150 150 146 146 140

会　員　数　の　推　移
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（３）法定検査事業 

    ・昭和 56 年度に法定検査事業を開始して以来、検査体制の整備・充実と相 

まって検査実績は緩やかな上昇基調で推移してきたが、平成 20 年度の 

60,768 基をピークに平成 24 年度まで減少を続けた。 

   ・その後、山口県、環境保健所、市町による受検の勧奨・指導、協会、関係

事業者による啓発の取組等によって検査実績は増加に転じ、受検率ともに上

昇傾向にある。 

    ・令和 5 年度の検査実績は、62,966 基（第 7 条検査 1,256 基、第 11 条検 

査 61,710 基）と前年度実績の 63,146 基から 180 基減少したが、昨年並み 

の検査実績を達成した。 

受検率は、前年度の 57.6％から 57.8％へと 0.2 ポイント上昇した。 

 ・受検率については、高い支部で 89.4％、低い支部では 39.4％となってお

り、地域間格差が生じている。 

 

 

○ 浄化槽法定検査に係る判定の平準化 

・「浄化槽法定検査判定マニュアル」(令和 2 年 10 月 1 日完全施行)に沿った

判定を行った。 

・平準化のより一層の推進に向け、職員会議を開催し判定事例の検討等を 

行った。 

 

（４）普及啓発事業 

  ○ 設置者講習会 

    ・新設の浄化槽設置者を対象として、浄化槽並びに法定検査の重要性に対 

        する理解を深めるための講習会を環境保健所等と連携して開催してきた。 

今年度は、講習会は、14 回・186 名の参加となった。講習会参加対象

者への文書は、902 名に発送した。                   

依然として、5 支部で講習会が開催されていない状況にある。 

30年度 1年度 2年度 3年度 4年度 5年度

61,568 61,198 62,728 63,437 63,146 62,966

(54.3) (54.2) (56.4) (57.5) (57.6) (57.8)

7条 1,516 1,378 1,280 1,318 1,407 1,256

11条 60,052 59,820 61,448 62,119 61,739 61,710

区    分

検 査 基 数 の 推 移

内
訳

検 査 実 績

受検率（％）
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○ 浄化槽管理士研修会の開催 

浄化槽保守点検業者登録条例が改正され、浄化槽管理業者は、当該条例の

登録に係る浄化槽管理士を対象に、浄化槽の保守点検に関して必要な知識

及び技能の向上を図るための研修の機会を確保することが規定された。 

山口県及び下関市の依頼を受け、次のとおり研修会を開催した。 

      

         ・対象者  浄化槽保守点検業者の登録に係る全ての浄化槽管理士 

  ・日 時 令和 5 年 10 月 20 日(金) 10：00～15：30 

  ・会 場 山口県健康づくりセンター 多目的ホール 

  ・テーマ及び講師 

  「浄化槽行政の動向」   公益財団法人日本環境整備教育センター 

「浄化槽の構造と機能」  調査・研究グループリーダー 

「浄化槽の保守点検と清掃」古市 昌浩 

「山口県における浄化槽情報」 山口県環境生活部 

               廃棄物・リサイクル対策課 

               主査 國弘 誠司           

・受講者  135 名  

・共 催   山口県  下関市 

・協 力  一般社団法人全国浄化槽団体連合会 

         公益財団法人日本環境整備教育センター 

 

○ 浄化槽セミナー 

・一般社団法人移行に際して掲げた普及啓発事業の一環として、山口県環 

境整備事業協同組合との共催により、浄化槽の構造・維持管理に対する理解 

を深める受講料無料のセミナーを開催した。 

         ・対象者  浄化槽関連分野の従事者、行政関係者、一般県民 

  ・日 時 令和 6 年 2 月 14 日(水) 13：30～16：30 

  ・会 場  山口県健康づくりセンター 多目的ホール 

(回・名）

支 部 回 数 参加者数 支 部 回 数 参加者数

岩　国 3 74 宇　部 2 37

柳　井 2 18 美 祢 2 6

周　南 1 13 豊 浦 0 0

防　府 4 38 下　関 0 0

山口・阿東 0 0 計 14 186

設置者講習会の開催状況
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  ・テーマ及び講師 

 フジクリーン工業株式会社広島営業所 野津史哉様 勇木賢志様 

 【フジクリーン浄化槽と維持管理】 

        シェア No.1メーカーの技術力 

 アムズ株式会社営業推進部  

工場生産品支援グループ課長 糸尾 寿紀 様 

 【アムズ浄化槽の維持管理のポイント】 

・受講者  156 名  

・後 援   山口県   山口県合併処理浄化槽普及促進協議会 

○ 機関誌の発行及び行政機関（県・市町）等への情報提供等 

    ・「協会たより」の発行(年 2 回：8 月、1 月) 

    ・「協会ホームページ」の開設、情報提供 

    ・全浄連ニュースの送付(年 4 回) 

    ・各種国家試験、講習会等の情報提供 

    ・浄化槽工事業更新の案内 

 

（５）浄化槽機能保証事業 

  ・当協会の小型合併処理浄化槽機能保証事業は、平成 6 年度に全浄連の機能

保証制度と一体をなした補完制度として発足した。 

・令和５年度の登録基数は 301 基（令和 4 年度比で 126 基減）となった。 

・平成 15 年 7 月に付保浄化槽に対して制度の基金がある限り保証する延長 

保証制度をスタートさせたが、健全性を維持確保する観点から、平成 26 年 

10 月 1 日に保証期間を使用開始の日から 15 年間とする現在の制度に移行 

した。 

・制度改正に当たって、現存する付保浄化槽の全ての管理者に対して、制度

内容と付保情報の周知を図るダイレクトメールを送付した。 

・今年度は、計 18 件、総額 1,950 千円の保証工事を実施した。 

 

 

区    分 30年度 1年度 2年度 3年度 4年度 5年度

保証登録基数 371 389 353 539 427 301

保証工事件数 26 29 22 25 13 18

保証修補費 2,156 2,904 3,020 3,535 1,843 1,950

引当金繰入額 500 300 500 1,000 1,000 1,000

引当金残高 56,899 54,295 51,775 49,240 48,397 47,447

保証登録基数、保証工事件数及び保証引当金残高等の推移

（基、千円）
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 （６）受託斡旋等事業 

  ・一般社団法人全国浄化槽団体連合会が実施する二酸化炭素排出抑制対策補

助事業の窓口業務を受託し、今年度 1 件、補助金額 13,800 千円の事業実績

があった。 

   ・証明書、資格証の交付に関する受託業務を行った。 

 


